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田原本町ふれあいセンター指定管理業務仕様書 

 
田原本町ふれあいセンター（以下「センター」という。）の指定管理者が行う業務

の内容及び範囲等については、この仕様書による。 

 

１．施設の概要 

（１）名称：田原本町ふれあいセンター 

（２）所在地：田原本町大字為川北方１１５番地の６ 

（３）施設概要等 

・建築年   平成９年 

・構造    鉄筋コンクリート造 ２階建て 

・敷地面積  ２，９７１㎡ 

・延床面積  １，０５４㎡ 

・施設内容  和室・浴場・娯楽室・機能回復コーナー・健康チェック室・図書室・

遊戯室・集会室・ミーティングルーム・屋外広場・喫茶コーナー・

事務室・更衣室・トイレ・駐車場など 

・その他   センターの屋根に太陽光パネルを設置しており、売電収入は町のも

のとする。 

（４）休館日 

① 月・火曜日 

② 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（そ

の日が土・日曜日の場合は開館） 

③ １２月２８日から翌年１月４日まで 

④ 町長が特に必要と認めたときは、休館日を変更し、又は臨時に休業すること

ができる。 

（５）利用時間 

   午前９時から午後５時まで（浴場は午前１１時から午後５時まで） 

 

２．指定期間 

指定期間は、令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで（３年間）とする。 

 

３．管理運営の基本方針  

センターの管理運営に関する基本方針は次に掲げるとおりとし、指定管理者は基

本方針を踏まえたセンターの管理運営を行うこと。 

（１）センターの設置目的に沿った管理運営を行うこと。 

（２）公の施設であることを踏まえ、良好な管理運営を行うこと。 

（３）町民の意見をセンターの管理運営に反映させ、利用者のサービス向上と安全の

確保に努めること。 

（４）法令を遵守すること。 

（５）個人情報保護を徹底すること。 

（６）あらゆる世代の町民が広く利用できるセンターを目指し、新たな利用者の呼び

込みや誰もが使いやすい施設づくり（物理的・心理的な障壁をなくすこと）及び

施設の賑わい創出に努めること。 

（７）効果的な管理運営を行い、経費の節減に努めること。  
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４．指定管理者が行う業務の内容 

（１）施設及び設備の維持管理に関する業務 

① 確認及び対応 

施設内外の設備等に関して日常的にその状況を確認するとともに、事故等が

発見された場合は、直ちに対応措置を取るものとする。 

② 修繕及び整備 

施設の修繕等の必要が生じた場合は、町長に報告し、簡易の修繕及び整備は、

指定管理者が実施するものとする。但し、この仕様書で定める簡易の修繕及び

整備とは１件３０万円以内の金額のものを指し、１件３０万円を超えるもの、

あるいは指定管理者が実施した修繕及び整備額の年間累計額が５０万円を超え

る場合は、その都度町と協議するものとする。 

③ 保守管理に係る各種業務 

    この業務は、自らの団体が実施できない業務を第三者に委託できるものとし、

施設の維持等のために必要とする場合は、町長の承認を得て業務の内容を変更

することができるものとする。 

・清掃業務…日常的清掃を行い、施設、設備等が常に衛生的な状態を保たれる

ようにする。 

・保安警備業務…防犯、防火及び防災に万全を期し、防火管理者を選任し、法

令に基づく防火体制を整えること。なお、夜間の保安警備は、

機械警備方式を採用する。 

・浴場設備保守業務…浴場施設を安全かつ快適に提供するため、ボイラー、ろ

過機等の機械設備の定期的な保守点検及び必要な補修等

を適時行うこと。 

（２）利用者サービスに関する業務 

① 児童館事業 

児童に健全な遊びを与え、情操を豊かにするとともに子育てサークル、子ど

も会等の地域組織活動の育成助長を図ることを目的とした事業。 

② 高齢者・障がい者支援の推進事業 

    高齢者の居場所づくりや健康増進、障がい者の社会参加への支援を図ること

を目的とした事業。各種教室や健康相談、特殊浴室の利用（予約受付や利用者

の確認等に関する業務）、障がい福祉サービス事業所の物品販売への協力等の

ほか、老人クラブ等の団体によるセンター利用を積極的に促進し、地域コミュ

ニティの活性化を図るものとする。また、利用者の娯楽及び交流の促進を図る

ため、カラオケ機器等を活用した利用環境の提供やイベント等を行うものとす

る。加えて、高齢者・障がい者と地域住民や子どもたちが交流できる機会を創

出し、多世代が交流、共生する拠点としての役割を担うこと。 

③ 飲食物の提供販売 

食事、喫茶等の飲食物の提供・販売を行なうこと。 

  ④ 入浴事業に関する企画運営管理業務 

    大浴場を活用した企画や良好な入浴サービスのための浴場の管理等。 

（３）利用促進に関する業務 

① 利用者等の意見・要望・苦情等により町民ニーズの把握に努め、業務改善等

により利用促進を図ること。 
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② 新規利用者の獲得及び町内全体に開かれたセンターの運営を推進するため、

地域のニーズに応じた魅力あるイベントの企画、既存のセンター利用者以外の

潜在的な層（若年層、働き盛り世代等）に向けた効果的な情報発信等の工夫を

こらした運営を行うこと。 

③ ＳＮＳ等を活用した積極的なセンター自体のＰＲ活動を行うこと。 

④ その他有効な利用促進に取組むこと。 

（４）安全対策業務 

センター利用者の生命及び財産の安全を確保するために非常事態に備え、消火、

通報、避難誘導等の対応ができる体制を整備するものとする。 

（５）報告業務 

① 第１号から前号までに規定する業務の実施状況や管理に係る収支報告書等に

ついての報告を求められた場合や、是正等の指示を受けた場合には、速やかに

応じること。 

② 会計年度終了後３０日以内に、次の事項を記載した事業報告書を作成し、提

出すること。 

   ア．管理業務及び事業の実施状況 

   イ．センターの利用状況  

   ウ．管理経費の収支状況 

   エ．その他町長が必要と認めた事項 

③ 当該年度をもって指定の期間が終了する場合を除き、町の指定する日までに

次年度の事業計画書、収支予算書を作成し、提出すること。 

④ ②に規定する事業報告書のほかに、毎月１５日までに前月分の管理運営に関

する報告書を作成し、提出すること。 

（６）その他町長が定める業務 

町が主催、支援する行事等への協力 

福祉避難所としてふれあいセンターを開所した際、避難所運営への協力 

 

５．自主事業について 

指定管理者は、センターの設置目的に沿って当該業務の効果的な実施に影響を与

えない範囲内において、町の承認の下で、指定管理者が自らの負担と責任において、

センターの魅力向上や利用の促進、利用者へのサービス向上に寄与する事業として、

提案により自主事業を実施するものとする。 

自主事業は、田原本町ふれあいセンター設置条例に規定する休館日や開館時間以

外（早朝や夜間など）についても、事前に町長の承認を得たうえで実施することが

できる。 

また、自主事業に係る料金等を徴収し、指定管理者の収入とすることができる。 

なお、提案された自主事業の内容により、センターの設置目的外の事業となる場

合は、自主事業として承認しない。 

（１）自動販売機等の設置 

利用者間交流、コミュニティの醸成、利用者サービスの維持や向上などに寄与

することが期待できる場合において、センター内に飲料水等の自動販売機等を設

置することができる。 
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なお、設置にあたっては、競争性を働かせた選定を行い、利用者の利便性の向

上やセンターの有効活用等につなげること。また、町の承諾を得た後に設置台数、

場所等に変更が生じる場合は、事前に町の承諾を得ること。 

（２）その他の自主事業 

その他、指定管理者のノウハウや創意工夫を活かした自主事業を行うものとす

る。 

 

６．人員の配置及び就業等 

（１）業務責任者等の配置 

指定管理業務を統括的に管理する業務責任者、甲種防火管理者、食品衛生責任

者及び児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）

第３８条に規定する児童の遊びを指導する資格を有するものを配置すること。 

また、老人クラブ等の団体による施設利用時は健康相談を実施できる看護師・

保健師等の有資格者を必要に応じて配置すること（非常勤での対応も可）。 

（２）就業・服務 

① センターに勤務する職員の勤務時間は、センターの運営に支障のないよう、

あらかじめ定めておくこと。 

② 公共施設の管理者であることを自覚し、利用者に接するときは言語、態度を

端正にすること。 

（３）職員名簿の提出 

指定管理者は、職員名簿を作成し、あらかじめ町に提出すること。職員を変更

する場合も同様とする。なお、職員の雇用は、積極的に地元在住者の雇用に努め

ること。 

 

７．法令等の遵守 

（１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（２）田原本町ふれあいセンター設置条例（平成９年６月田原本町条例第１１号） 

（３）田原本町ふれあいセンター管理規則（平成９年６月田原本町規則第１０号） 

（４）田原本町公の施設における指定管理者の指定の手続き等に関する条例（平成１

７年１２月田原本町条例第３０号） 

（５）個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

（６）田原本町個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年３月田原本町条例第

１号） 
（７）その他の関係法令 

 

８．守秘義務 

（１）指定管理者は、個人情報の適正管理に関して個人情報の保護に関する法律及び

田原本町個人情報の保護に関する法律施行条例の規定に準拠し、センターの管理

にあたり個人情報を取り扱う場合には、その取り扱いに十分留意し、漏えい、滅

失、毀損又は改ざん等の防止、その他個人情報の適切な管理のために必要な措置

を講じなければならない。 

（２）指定管理者の役員及び職員は、業務上知り得た個人情報をみだりに他人に知ら

せ、又は不当な目的に使用してはならない。その職を退いた後も同様とする。 
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９.  業務実施にあたり指定管理者が行う事項等 

（１）管理責任の備え  

センターの管理運営に係る事故等に対応するため、リスクに応じた必要な保険

に加入すること。 

① センターの管理運営に係る保険 

センターの管理運営に関して第三者に与えた損害に対応する保険に加入する

こと。なお、補償額は次に掲げる額以上とすること。 

ア 身体賠償 １名につき１億円 １事故につき５億円 

イ 財物賠償 １事故につき５００万円 

② 本業務において使用する自動車に係る保険 

本業務において使用する自動車に関して、損害に対応する保険に加入するこ

と。 

（２）関係機関との連絡調整 

① 田原本町の関係各課、その他関係機関との連絡調整を図り、適正かつ円滑な

センターの管理運営に努めること。 

② 隣接するさわやか交流センターについて、施設を利用したイベントを検討す

る等、積極的に施設の活用に関しさわやか交流センターと協力して行うこと。 

 

10. 指定管理に係る経費 

（１）指定管理料の額等 

指定管理者は町が支払う指定管理料により運営管理を行い、３年間の指定管理

料の上限額は１５８，１６０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）とし、

各年度の上限額は次のとおりとする。 

・令和９年度  ５０，４６０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

・令和１０年度 ５２，６８０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

・令和１１年度 ５５，０２０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

（２）指定管理料の対象となる経費 

   対象の経費は、センターの管理運営に係る次のとおりの経費とする。 

① センター管理費 

② 事業運営費 

（３）町と指定管理者の主な経費分担については次のとおりとする。  

項  目 内  容 
負担者 

田原本町 指定管理者 

人件費 職員給料、非常勤職員給料、各種手

当、保険料 
 ○ 

消耗品費 事務用消耗品（文房具等） 

雑品 等 
 ○ 

燃料費 ガソリン、ガス代金 

光熱水費 電気、水道代 

修繕費 機器等修繕費（３０万円以内）  〇 

機器等修繕費（３０万円超） 協議による 

役務費 電話等通信料  ○ 

委託料 各設備保守点検等  ○ 

使用料及び賃 電子複写機借上  ○ 
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借料 機器借上料 等 

公課費 消費税・車両重量税  ○ 

児童館事業費 消耗品費等  ○ 

センター事業

費 

消耗品費等 
 ○ 

保険料 

自動車保険料 

施設利用者損害賠償保険 
 ○ 

火災保険 ○  

（４）指定管理料の管理 

   指定管理料は、指定管理に係る帳簿を備え付け、適正に管理する。 

（５）協定の締結後、経済情勢の変動、天災地変、その他の変動等により著しい燃料

費・光熱水費の高騰があったと認められる場合の指定管理料については、町と指

定管理者との間で協議することができる。 

 

11. 備品の扱いについて 

 (１）現に使用中の町所有の備品については、町の備品台帳で管理し、無償で貸与す

る。 

（２）備品については、指定管理者が指定管理料により新たに購入したものを含め、

町に帰属するものとする。なお、１件につき１０万円以上の備品を購入するにあ

たっては、事前に町の承認を要するものとする。 

（３）指定管理者が備品を紛失又は破損したときは、これを弁償し、又は自己の費用

で購入若しくは修繕しなければならない。大規模な修繕については、町と協議す

る。 

（４）備品を廃棄処分するにあたっては、事前に町の了承を得ること。 

 

12. 業務に関する調査及び報告 

（１）田原本町は、指定期間中必要に応じて管理運営業務に係る調査を行い、必要な

指示をすることができるものとする。指定管理者は、これに協力しなければなら

ない。 

（２）指定管理者は、前号による業務の実施状況や管理に係る収支状況等についての

報告を求められた場合や、是正等の指示を受けた場合には、速やかに応じなけれ

ばならない。 

（３）指定管理者は、毎年度終了後又は町が指定する期間ごとに、利用者の属性に関

する実態調査を含めた利用状況報告書を作成し町に提出しなければならない。 

  

13. 内装設備等の変更について 

   指定管理者は、内装設備等について変更したいときは町と協議を行い、許可を得

てから行うこと。 

 

14. リスク分担に対する方針 

協定締結に当たり、町が想定する主なリスク分担の方針は、以下のとおりとする。

これらは、帰責事由の所在が不明確になりやすい主なリスクについて、その方針を

示したものである。下記事項以外や疑義が生じた場合は、双方の協議によるものと

する。  
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種類 リスクの内容 
負担者 

田原本町 指定管理者 

法令等の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす法令

変更 
協議による 

不可抗力 天災、暴動等による履行不能 協議による 

施設及び設備の損傷 
指定管理者の責によるもの  ○ 

上記以外 ○  

物価変動 人件費等物価変動に伴う経費の増  ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

第三者等への賠償 
指定管理者の責によるもの  ○ 

上記以外 ○  

その他上記によらないもの  協議による 

 

15. 指定の取消し等 

  次に掲げる場合にあっては、指定管理者の指定を取消し、又は期間を定めて管理

の業務の全部又は一部の停止を命ずる場合がある。 

（１）指定管理者が募集要項に掲げる申請の資格に該当しなくなった場合 

（２）指定管理者の社会的信頼が著しく害される事態が発生した場合 

（３）指定管理者の経営状況が悪化した場合 

（４）指定管理者が正当な理由なく協定の締結に応じない場合 

（５）指定管理者が報告の求め若しくは調査に応じず、又は虚偽の報告をし、若しく

は調査を妨げたり、管理運営上必要となった町の決定や指示に従わない場合 

（６）指定管理者が法令又は協定の規定に違反した場合 

 

16. 町に損害を与えた場合の賠償 

  指定の取消し、業務の停止、指定管理者が施設を損傷した場合等、指定管理者の

責めに帰すべき事由により町に損害を与えた場合は、これを賠償しなければならな

い。 

 

17. その他 

（１）一括委託の禁止 

指定管理業務の全部又は主要な一部を一括して第三者に委託することはできな

いものとする。また、主要でない一部を第三者に委託するときは、あらかじめ町

の承諾を得ること。 

（２）原状回復義務 

指定管理者の指定期間が満了し、又は指定が取消されたときは、指定管理者の

負担においてセンターを原状に回復するものとする。ただし、町の承諾を得たと

きは、この限りでない。 

（３）業務引継ぎ 

今回の指定管理者の募集により、指定管理者が代わるときは、指定期間の開始

とともに円滑に指定管理業務を実施できるよう、新指定管理者は、現指定管理者
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からの引継ぎを誠実に行うこと。この場合における引継ぎに係る費用は、新指定

管理者に関する部分は、新指定管理者の負担とする。 

次回の指定管理者の募集により、指定管理者が代わるときは、指定期間の開始

とともに円滑に指定管理業務を実施できるよう、指定管理者は、次期指定管理者

に引継ぎを誠実に行うこと。この場合における引継ぎに係る費用は、指定管理者

に関する部分は、指定管理者の負担とする。 

なお、指定期間が満了し、又は指定が取消された場合において、次期指定管理

者がいない場合は、必要に応じて町に引継を誠実に行うこと。この場合における

引継ぎに係る費用も、指定管理者に関する部分は、指定管理者の負担とする。 

（４）損害賠償責任 

町は、指定管理者が指定管理業務の本旨に従った履行をしないとき又は指定管

理業務の履行が不能であるときは、これによって生じた損害の賠償を指定管理者

に請求することができるものとする。ただし、その不履行が指定管理者の指定の

趣旨及び社会通念に照らして指定管理者の責めに帰することができない事由によ

るものであるときは、この限りでない。 

また、指定管理者は、故意又は過失によって町又は第三者の権利又は法律上保

護される利益を侵害したときは、これによって生じた損害を賠償する責任を負う。 

（５）敷地内禁煙 

センターの敷地内は全面禁煙とする。 

（６）地域連携等 

センターの管理運営に関して地域との協調を図り、地域連携、地域貢献、他施

設との連携等に配慮すること。 

（７）その他 

この仕様書に定めのない事項又はこの仕様書に関して疑義の生じた事項につい

ては、町と指定管理者との協議により決定するものとする。 


